
■■先天性代謝異常等検査
先天性代謝異常等検査は旧厚生省の施策として昭和52年から全国的に実施された。神奈川県において

は、県医師会の事業として「神奈川県先天性代謝異常対策委員会」を昭和51年に発足し、全国に先駆け
11月より検査を開始した。神奈川県下の医療機関で出生した新生児を対象に生後 ４～ ７日の間に足の踵
より濾紙に血液を採取し、室温で ４時間程度十分に乾燥させたものを用いた。疾患名、検査項目及び検
査方法は表10（p.80）に示した。
タンデム質量分析計を用いた有機酸・脂肪酸代謝異常症検査は、平成23年10月より公費予算で開始さ

れた。アミノ酸代謝異常症 ５疾患、有機酸代謝異常症 ７疾患及び脂肪酸代謝異常症 ４疾患の16疾患の検
査を実施。それ以外の甲状腺機能低下症など ３ 疾患の検査は、ELISA法や酵素法で行い、合計19疾患
の検査を実施した。

■■腎臓病検診
今年度も多くの児童生徒が初めて腎疾患と診断され、早期発見に繋がった。当協会独自の至急再検や

緊急受診勧告からは、新たに腎疾患が見つかる率が高く、今後も継続していきたい。また二次検査方法
変更に向けて検討を始めた。
検診事後管理システムとしての三次検診や経過観察者を管理する判定委員会を持つ自治体では、精度

の高い検査結果を安定・継続して提供することができる。しかしながら、特に検診事後管理システムを
持たない自治体では、今後も入札により検査機関を選定することになるであろう。これは検査結果のば
らつきを生じさせ、安定した検査結果の提供の妨げとなる。今後も継続実施の重要性を働きかけていく。

■■糖尿病検診
糖尿病検診システムについて横浜市の例を図 ２（p.88）に示した。二次検査および精検は横浜市立大

学医学部小児科医師が担当し、一貫した診療を実施している。同市では一次検査から事後指導・管理ま
で医師会・教育委員会・当協会が参画した小児生活習慣病委員会がマネージメントしている。特徴は二
次検査において児童・生徒と保護者同伴で検診会場に来場し、検診と同時に糖尿病の病気の予防につい
て医師の講話を親子で聞くというコーナーを設け、家族ぐるみの健康教育を実践していることである。
平成29年度は実施者数減少と相対し、一次陽性者数が増加した。糖尿病予防のためには生活習慣の見

直しが大切であり、二次検査における健康教育は重要な役割を果たしている。

■■心臓検診
学校心臓検診は学校保健安全法に基づき、教育委員会、医師会学校医部会、専門医等の指導協力を得

ながら、図Ａ（p.89）に示した流れを基本に小、中、高の １ 年生を対象に約120,000名実施している。
特徴的なのは判定委員会の設置で、当協会はこの委員会の中で事務局的役割をもって検診の質の向上に
努めている。近年、二次検診で心エコーを実施する市町村が増加し、三次検診対象者の絞込みに大きく
寄与している。
医師によるデジタル判読は、今年度から小田原市が加わり ４市約17,000名実施した。通常の判読方式

は紙の質量が膨大であるが、デジタル判読では １本のUSBに多人数の心電図データを収録できるため、
判読機関への運搬、授受等が簡便になり、判読医からも好評を得ている。
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■■貧血検査
学校貧血検査は昭和41年より実施してきたが、平成 ６年の学校保健法の一部改正により、採血による
貧血検査の義務付けが簡略化されたため、受検者数は減少している。
検査方法は多項目自動血球分析装置XN-2000（シスメックス）を用いて、血色素量、ヘマトクリッ

ト値、赤血球数、白血球数を同時測定し、その結果を［当協会における検査の基準範囲］に従い、「正
常」「要注意」「要受診」の ３群に分け報告している。
「要注意」「要受診」の多くは、血色素量が低下する鉄欠乏性貧血と考えられる。
受検者数、受検学校数は減少しているが、開始当時から男子生徒の １～ ２％、女子生徒の ５％前後の

［要受診＋要注意］者を発見している。鉄欠乏性貧血だけでなく重篤な疾患を見つける可能性もあるた
め、今後も実施していくことが重要である。


